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教育・保育施設の利用定員の変更について（報告案件） 

幼保連携型認定こども園 1 施設について、令和６年 4 月 1 日から教育定員を変更する申請が

あり、基準に適合していることを確認しています。 

 

 

２) 認定こども園北広島わかば幼稚園 

施設種別 幼保連携型認定こども園 法人名 学校法人明石学園 

位置 北広島市若葉町 3丁目11 番地 代表者 理事長 室橋 克己 

 

ア 申請利用定員                単位：人 

区分 年齢 変更前 変更後 増加数 

１号認定 

5 歳児 20 15 △5 

4 歳児 20 15 △5 

3 歳児 20 15 △5 

２号認定 

5 歳児 12 12 0 

4 歳児 11 11 0 

3 歳児 11 11 0 

３号認定 

2 歳児 7 7 0 

1 歳児 6 6 0 

0 歳児 3 3 0 

合計 110 95 △15 

 

イ 学級編制 

※１ 学級編制は１号認定と２号認定の児童を対象とする。 

※２ 道基準の１学級の児童数は 35人以下となっている。 

                        単位：人 

年齢区分 児童数 学級数 1 学級当たり児童数 確認結果 

５歳児 27 1 27.00 ○ 

４歳児 26 1 26.00 ○ 

３歳児 26 1 26.00 ○ 

合計 79 3 

 

ウ 設備基準の確認 

※1 乳児室・ほふく室の道基準面積は、乳児室を利用するほふくしない園児1人当たり

1.98㎡、ほふく室を利用するほふくする園児1人当たり3.30㎡となっている。 

また、国の通知(H23.10.28雇児発１０２８第１号）において、１歳児にあって

は、そのほとんどがほふくをする子どもで、0歳児にあっては、満１歳に達する以前にほ

ふくをするに至る子どもが相当数みられるとされているため、乳児室及びほふく室の面 
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積を合算し、すべての0～1歳児を基準面積の大きいほふくする園児とみなし確認した。 

※2 保育室・遊戯室の道基準面積は、満 2 歳以上の園児 1人当たり 1.98㎡となっている

ため、年度途中で満 2歳となる 1歳児以上の園児数で確認した。  

※3 園舎の道基準面積は、満 3 歳(3 歳児)未満の園児に対する乳児室、ほふく室、保育室

又は遊戯室の基準面積と「320 ㎡＋(100 ㎡×学級数－2」で得た面積を合算した面積

となっている。  

※4  園庭の道基準面積は、「満 3 歳(2歳児)以上の園児数×3.30㎡」か「400＋80×(学

級数－3)」のいずれか大きい面積と「満 2 歳(1 歳児)以上満 3 歳(3 歳児)未満の園児数

×3.30㎡」で得た面積を合算した面積となっている。 

 申請内容 道基準 
確認 

結果 設備区分 
設備面積 

(㎡) 

対象児童

数(人) 

1 人当たり 

面積(㎡) 
面積(㎡) 

乳児室・ほふく室 ※1 

（0～1 歳児クラス） 
74.41 9 3.30 29.70 ○ 

保育室・遊戯室 ※2 

（2～5 歳児クラス） 
526.63 92 1.98 182.16 ○ 

園舎 ※3 947.87   475.44 ○ 

園庭 ※4 1200.00   442.90 ○ 

 

エ 保育教諭配置基準の確認 

※１ 道基準では、保育教諭 1 人あたり児童数が定められているほか、3 歳児以上について

は、1 学級につき最低 1人配置しなければならないと定められているため、それぞれの

算出結果を比較し、多い方を基準配置保育教諭数とした。 

※2 保育教諭 1 人当たり児童数は、市独自基準で加配を行っているため、1 号認定と 2号

認定の児童数を合算し、市の基準で算出した。(年齢別に小数点第2位以下を切り捨てし、

合計を小数点以下四捨五入する。) 

                                 単位：人 

年齢 

区分 

申請 国・市基準 

児童数 
1 人当たり 

児童数 
算出結果 学級数 基準配置数 

0 歳児 3 3 1.00  1.00 

1 歳時 6 4.5 1.30  1.30 

2 歳児 7 6 1.10  1.10 

3 歳児 26 18.00 1.40 1 1.70 

4 歳児 26 27.00 0.90 1 1.10 

5 歳児 27 27.00 1.00 1 1.00 

合計 95  6.70 3 6.80 
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＜参考＞ 

子ども・子育て支援法に基づく教育・保育給付認定等並びに特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の確認に係る留意事項等について（抜粋） 

（平成26 年9月 10日 府政共生第859 号・26 文科初第 651号・雇児発 0910 第2 号） 

（最終改正 令和4 年3月 23日） 

第３ 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の確認等に係る事務 

１ 特定教育・保育施設の確認 

（１）利用定員（法第 31 条第1項、運営基準第 4条） 

エ 利用定員と認可定員との関係 

（ア）実際の利用者数が恒常的に認可定員を下回る状況にある施設については、当該認可定員にかかわらず、実際の利用者数及び

今後の見込み等を勘案して、当該施設の利用定員を定めること。なお、この場合において、認可定員を利用定員に合わせて減少

させる必要はないこと。 

（イ）実際の利用者数が認可定員を超える状況にある施設については、当該認可定員の範囲内で利用定員を設定することが原則で

あることから、認可権者において、認可基準を満たすように必要な指導監督を行うとともに、利用実態に応じた認可定員に変更

することが必要である。 

オ 利用定員を超える受入れ 

（イ）特定教育・保育施設は、運営基準第 22 条ただし書に掲げる場合には、その利用定員を超えて特定教育・保育の提供を行う

ことができるが、その場合であっても、実際の利用者数が当該利用定員を恒常的に上回っているときは、当該利用定員を適切に

見直し、法第32 条の規定による確認の変更を行う必要があること。 

（ウ）連続する過去一定年度間（幼稚園及び認定こども園（1号認定）にあっては2 年間、保育所及び認定こども園（2・3 号認

定）にあっては5年間）常に実際の利用者数が利用定員を超えており、かつ、各年度の年間平均の利用率が 120％以上の場合

であって、（イ）の見直しが行われないときは、法に基づく給付費を減算する等の措置を講ずること。 

 

 

申請配置数 基準配置数 確認結果 

7.8 6.8 ○ 


